
中小企業等（親族内承継税務相談）専門家派遣支援事業
2022年4月~2023年３月実施予定 （（公財）福島県産業振興センター

【課題】
福島県事業承継・引継ぎ支援セ
ンターで事業承継支援を行って
いるが、福島県は小規模企業者
の割合が全体の80%以上を占め
ておりＭ＆Ａより、親族内承継
の案件が多い傾向にある。
しかし事業承継・引継ぎ支援

センターでは親族内承継の支援
策の中心が「事業承継計画」作
成にあること、また税務相談は
税理士業務に該当していること
から、その部分は自社対応とし
ている。

【目的】
親族内承継を更に進めるため、
税理士相談をメインとした専
門家派遣事業を実施すること
で、親族内承継件数の増加を
見込む。

【都道府県の施策との連携・親和性】
福島県としても県内の事業承継を

進めるため、相続税等の税制の知識
がある税理士の育成を目指し、令和3
年度より「事業承継支援人材育成事
業」を実施、人材育成を目指してい
る。令和4年度についても、継続して
実施予定である。
また「福島県商工業基本計画」にも
重点施策の柱として「事業承継の支
援」が掲げられている。

【成果目標】
令和4年度で10企業へ専門家
派遣を実施する。
（1企業最大2回まで利用可
能）

【波及効果】
福島県内の親族内承継が進む
ことで、企業維持ができ経済
の活性化、雇用状況も改善す
る。また親族内承継相談が深
耕することで改めて事業承継
計画（B）作成する案件が増加
する。
事業承継相談を取り扱う税理
士が増加することで、相談の
質の向上が図れる。

【将来の支援目標】
事業承継に関しM＆A、親族
内承継の両面で支援すること
で、より企業への伴走支援が
可能となり、本業の不調時に
は「福島県よろず支援拠点」
等他の支援機関への橋渡しも
できるようになる。

（別紙４）

○事業承継相談の流れ
（金融機関・商工会議所・商工会等による掘り起こしも含む）

第三者承継 親族内承継

二次対応：登録民間支援機関への橋渡し

事業承継・引継ぎ支援センターの支援策として親族内承継相談は、「事業
承継計画（B）」の作成支援が中心と位置付けられている。
また税務相談が税理士法52条の「税理士業務」に該当することからも支援
対象外と定められている。しかし本来親族内承継をどのように進めるかに
あたり税務相談は避けることのできない内容である。そのため顧問税理士
に相談するものの得意分野でない、別料金が発生する等気軽に相談できる
環境にはないのが実情である。
結果として相談相手がいないため、そのまま放置する、廃業を検討するケ
ースも多い。そこで税務相談を「税理士専門家派遣事業」で対応可能とす
ることで、親族内承継の後押しを行う。

三次対応：個者支援
承継・引継ぎＤＢ等の活用

三次対応：個者支援 外部専門家による
「事業承継計画の作成」

支援終了
（税務相談等は不可）

一次対応：窓口相談 支援希望なし

親族内承継
税務相談


